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平成20年６月24日

総 務 部 総 務 課

第４次秋田市行政改革大綱の進捗状況について

１ 実施進捗率（計画期間２年次目、平成19年度末現在）

○ 全実施項目 １１２項目

平成18年度実施済項目 ３４項目（18年度末進捗率：３０．４％）

平成19年度実施項目 １８項目（19年度末進捗率：４６．４％）

２ 章別実施状況

※ カッコ内は、（実施項目数／対象項目数）を示すもの

第１章 分権型社会に対応した行政経営システムの確立 【13項目／29項目】

第１節 市政運営における評価と改善のシステム確立と事務事業の見直し

（実施数 ４項目／13項目）

19年度実施数 ０項目 18年度実施数 ４項目

第２節 組織・人事・給与の見直し（実施数 ９項目／14項目）

19年度実施数 １項目 18年度実施数 ８項目

・平成20年４月１日付け機構改正において、市民協働・都市内地域分権を効率的

・実践的に展開していくため、地域振興局を廃止し、地域振興部を新設した。

第３節 （仮称）市民サービスセンターの整備（実施数 ０項目／２項目）

19年度実施数 ０項目 18年度実施数 ０項目

第２章 市民協働による地域経営の実現 【２項目／３項目】

第１節 市民協働の推進（実施数１項目／１項目）

19年度実施数 － 18年度実施数 １項目

第２節 市民力・地域力の発揮に向けた取組の推進（実施数 １項目／２項目）

19年度実施数 １項目 18年度実施数 ０項目

・平成18年度募集、決定した地域愛形成事業（２事業）について、委託契約し、

実施した。
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第３章 民間活力の導入（行政の担うべき役割の重点化） 【７項目／19項目】

第１節 民間委託等の推進（実施数 ２項目／６項目）

19年度実施数 ０項目 18年度実施数 ２項目

第２節 指定管理者制度の活用（実施数 ３項目／７項目）

19年度実施数 １項目 18年度実施数 ２項目

・河辺畜産経営環境整備施設について、利用者組合を平成19年度から23年度まで

５年間の指定管理者に指定した。

第３節 行政の担うべき役割の重点化（実施数 ２項目／６項目）

19年度実施数 ０項目 18年度実施数 ２項目

第４章 行政コストの総合的管理と受益と負担の適正化 【18項目／37項目】

第１節 行政コストの総合的管理と受益と負担の適正化（実施数 11項目／24項目）

19年度実施数 ２項目 18年度実施数 ９項目

・市単独補助金について、「市単独補助金の見直しについて」に基づく整理を行

った。

・雄和市民農園および河辺生産物直売所施設について、平成19年４月から使用料

を改定した。

第２節 自主性・自立性の高い財政運営の確保（実施数 ７項目／10項目）

19年度実施数 ６項目 18年度実施数 １項目

・「秋田市ホームページへの広告掲載に関する要綱」を策定し、広告取扱業者に

対し広告枠（４枠）を入札により販売した。

・一般会計から企業会計等への繰出金について、歳入歳出全般にわたる見直しに

より、繰出基準の内外を問わず精査した。

・「秋田市広告掲載要綱」および「秋田市広告掲載基準」を策定し、平成20年度

当初予算に新規財源の予算を計上した。

・バランスシートと合わせ、行政コスト計算書を作成し、公表した。

・建設部に係る公用車の運転者を見直しし、平成19年４月の人事異動で運転手３

名を配置転換した。

・秋田わか杉国体では、既存施設を最大限活用し、施設の不十分な点は、仮設物

レンタル物品で対応するなど、経費を節減した。

第３節 市有財産の有効活用（実施数 ０項目／３項目）

19年度実施数 ０項目 18年度実施数 ０項目
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第５章 事務の電子化と効率化による市民サービス向上（電子自治体の推進）

【４項目／14項目】

第１節 行政サービスの電子化による電子自治体の実現（実施数 ４項目／14項目）

19年度実施数 ３項目 18年度実施数 １項目

・組織的に情報セキュリティ対策を進めるため、副市長を最高情報統括責任者に

情報セキュリティポリシーを策定し、庁内職員等に周知した。

・平成20年１月から「地方税ポータルシステム」に参加し、個人市民税の給与支

払報告書、法人市民税、事業所税および固定資産税（償却資産）の申告受付を

開始した。

・平成19年６月から介護認定審査会事務処理システムの運用を開始し、審査会事

務の効率化を行った。

第６章 安全・安心なまちづくりとコンプライアンスの徹底 【５項目／７項目】

第１節 コンプライアンスの徹底（実施数 ０項目／１項目）

19年度実施数 ０項目 18年度実施数 ０項目

第２節 危機管理体制の充実・強化（実施数 ５項目／６項目）

19年度実施数 １項目 18年度実施数 ４項目

・既存建築物の耐震改修等を計画的に推進するための「秋田市耐震改修促進計

画」を策定公表するなど、建築確認および検査体制の強化等を行った。

第７章 地方公営企業改革の推進 【３項目／３項目】

第１節 組織・人事・給与の見直し（実施数 １項目／１項目）

19年度実施数 １項目 18年度実施数 ０項目

・退職者不補充の原則により、業務の民間委託や職員配置の見直しを行い、上下

水道局で、前年度より７人減員した。

第２節 経営改革の実施（実施数 ２項目／２項目）

19年度実施数 ２項目 18年度実施数 ０項目

・料金精算等業務の民間委託を実施した。

・下水道管渠維持管理業務の民間委託を実施した。


